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This paper has mainly analyzed accidents/incidents of a communal-life nursing care home for dementia patients 
occurred after the enforcement of the Long-Term Care Insurance Act and also the fire accidents occurred in 
“unregulated facilities” as no registration with the government office while considering those accidents/incidents in 
relation to the social security policy, nursing insurance system, and each regulation/rule. Then we have examined 
issues of the social security policy and its related regulations/rules in Japan with consideration of the 
above-described analyses, and also studied the policy/legal system from a viewpoint of their future correspondence.  
 
After the Long-Term Care Insurance Act, the number of facilities for elderly people has been rapidly increased 
under the law, but unfortunately many fire accidents/incidents occurred with a number of victims. The study 
purpose in this paper is to examine the background of accident/incident with systems including policy trend of 
social security, social security system, and standard ministerial ordinance for the facility or Homes through the 
analyses of those accidents/incidents, and then clarify the issues of policy/legal system such as social security 




事故・事件名 入居者「殺人」事件 入居者「傷害致死」事件 火災事故 火災事故 火災事件
発生年月日 2005年2月12日 2009年7月29日 2006年1月8日 2010年3月13日 2009年3月19日
発生推定時間 午前1時 夜間 午前2時 午前2時25分 午後10時45分





























































































開設年月日 2003年7月 2001年2月ユニット１（9名）、2002年1月ユニット2（7名）開設 2003年9月 2005年12月
1999年NPO法人認証、2005年ころより生活保護受給者の受け入れを開
始。
施設の概要
○経営母体はNPO法人
○2ユニット、入居者は6名×2ユニットで12名
○全職員は14名
○夜間及び深夜の勤務体制は、2ユニット職員1名の配置。
○経営主体はNPO法人ではあるが、背後には不動産業者が存在してい
る。
○経営母体は社会福祉法人
○2ユニット、入居者16名、職員12名（常勤10名、非常勤2名）
○夜間及び深夜の勤務体制は、それぞれ職員1名の配置。
○経営母体は有限会社
○1ユニット、入居者9名
○全職員は9名（常勤5名・非常勤4名）
○夜間及び深夜の勤務体制は、1ユニット職員1名の配置。
○GHの所在地は大村市の郊外の丘の上に建てられており、周りには民
家等はない。土地価格としては安価であると推測できる。
○管理者は元看護師であり、認知症ケアについて熱心に取り組んでい
た。一方、配偶者は不動産業関係者であり、「GHは儲かる」というブーム
に乗って開設をしたという側面ももっていた。
○経営母体は有限会社
○１ユニット、入居者９名
○全職員10名（常勤6名、非常勤4名）
○夜間及び深夜の勤務体制は、1ユニットで職員1名の配置。
○GHの所在地は、民家の密集した場所に設置されている。
○建物は1989年に建設された2世帯住宅を改造したものである。
○経営主体の社長は元ソーシャルワーカーであった（2010年4月18日、J
市内の医療・福祉関係者からの聞取り）。
○重度者の受け入れも行っており、とても評判の良いGHであったとのこと
（上記聞取り）。
○経営母体はNPO法人「彩経会」
○入居者は、特別養護老人ホーム待機者、障害のある人、認知症を患っ
た人など、50歳代から80歳代までの人々が入居していた。
○2008年6月には、前橋市に第二の｢静養ホームはなみずきたまゆら｣を
開設し入居者11名がいた。2009年9月に閉館している。
行政との関係
○当該社会福祉法人は、当該施設所在地である市の社会福祉事業の中
心的な担い手であり、行政からの信頼も厚い。
○開業後しばらく運営推進会議を開かなかったため、札幌市は2008年7月
に改善を指導していた。
○火災事故後、札幌市の消防局が市内のGHを回り、「火災時の通報」を
強調し指導している。
○群馬県がNPO法人の認証。
○群馬県は有料老人ホームの可能性が高いと再三にわたり理事長にた
いし「運営確認内容票」の提示を求めた。
○東京都墨田区は墨田区在住の生活保護受給者を入居を進めていた。
事故・事件後の動き
石川県「認知症高齢者グループホームの人員配置等について」（長第186
号平成17年4月21日）を通知
①夜間及び深夜の勤務における勤務体制は複数配置すること
②夜間専従の廃止
③介護従業者に対し、研修の機会を確保する
⇒介護報酬との関係で夜間の複数配置・夜間専従の廃止は未実施。
県・市は、調査を実施をしている。｢虐待｣については確認はできなかった、
そして良好な運営がされているとしている（市福祉部高齢福祉課聞取り
（2010.03.12））。
大村市は火災事故後、厚労大臣にたいし「グループホーム等小規模福祉
施設の安全確保対策の見直しを求める要望書」を提出。
1,火災報知機、緊急通報装置及びスプリンクラー等の必要な消防用設備
の設置について、必要な指定基準の見直しを行いこと。
2,施設から一定距離以内の消火用水源の確保について、必要な指定基
準の見直しを行うこと。
3,夜間の勤務体制について、当直職員の数を複数にするなど、災害時に
対応できるよう指定基準の見直しを行うこと。
4,上記１～３の見直しに伴う、施設設置者の財政負担が軽減されるよう、
国において介護サービス報酬単価の見直しなど必要な財政支援を行うこ
と。
札幌市は、指定地域密着型サービス事業所に対し、「指定地域密着型
サービス事業所に係る防火対策の更なる徹底について」（札介保（指）第
4030号平成22年3月15日）を通知
1,自動火災報知設備等消防用設備の早期設置を図ること。
2,火災時において従業員による避難誘導、通知等が確実になされる体制
の確保、夜間を想定し施設の実情を踏まえた避難訓練の実施を図ること。
3,火災予防対策の推進
(1)喫煙等の火災管理の徹底を図ること。
(2)暖房機器や厨房機器等の火気使用設備・器具の管理の徹底を図ると
ともに、過熱防止装置などの出火防止機能に優れた機器等の使用の推
進を図ること。
(3)階段、通路などの避難経路及び防火戸・防火区画の管理の徹底を図る
こと。
(4)寝具・布張り家具（ソファー等）に防火性能を有する製品の使用の推進
を図ること。
○厚労省は全国の「未届」施設の調査を行い、579件の「未届」施設がある
ことを発表。
事故・事件後の法制
度の改正
国は夜間及び深夜の勤務体制について「夜勤体制」の義務付け（厚労省
令第34号第90条第1項）、事業者に対し「消化設備その他の非常災害に際
して必要な設備の設置」（厚労省令大34号第93条第2項）と「運営推進会
議」の設置の義務づけ（厚労省令第34号第85号）を基準に加えるにとど
まった。
厚労省は「認知症高齢者グループホームにおける防火安全体制に関する
緊急調査」を実施、結果、「認知症高齢者グループホームにおける避難訓
練等の防火安全体制に関する地域住民との連携が不十分であることが
明らかとなったため」、「定期的に行うとされている避難訓練、救出その他
必要な訓練の実施に当たって、『地域住民の参加が得られるように努める
こと』を規定する」（社会保障審議会介護給付部会（第66回）資料「指定地
域密着型サービス事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を
改正する省令について」（平成22年7月29日））に止まっている。
